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１． 令和７年度の予算規模 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般会計予算   ４４４億２，５００万円 

 ( 前年度比 ＋２６億９，７００万円、＋６．５％ ) 

※過去最大 

特別会計予算   ３７９億８，２９２万円 

( 前年度比 ＋５億８，８５１万円、＋１．６％ ) 

 

○特別会計予算 

 ・国民健康保険事業勘定特別会計        １１７億３，９３１万円 

   （ 前年度比 ▲４億３，０８０万円、▲３．５％ ） 

 ・土地取得特別会計                １億１，７６８万円 

   （ 前年度比 ▲３４万円、▲０．３％ ） 

 ・部落有財産特別会計                    ８０万円 

   （ 前年度比 ＋６２万円、＋３４４．４％ ） 

 ・介護保険特別会計              １３３億３，１６１万円 

   （ 前年度比 ＋６億９，９２４万円、＋５．５％ ） 

 ・後期高齢者医療特別会計            ２８億９，８３７万円 

   （ 前年度比 ＋６，１５５万円、＋２．２％ ） 

 ・水道事業会計                 ３７億９，３４２万円 

   （ 前年度比 ＋２億６，４２４万円、＋７．５％ ） 

 ・下水道事業会計                  ６１億１７３万円 

   （ 前年度比 ▲６００万円、▲０．１％ ） 
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総務経営局 都市環境安全局 成長戦略局 

■市民に寄り添いながら、「ヒ

ト」「モノ」「カネ」「データ」

を資源とし、そのポテンシャル

を高め、適正で安定した持続可

能な行政経営の土台を構築す

る。 

■25 年後も持続可能な災害に強

い安心安全で美しく、資源となる

「ヒト」「モノ」「カネ」「デー

タ」を生かした魅力ある都市を形

成する。 

■「価値を売り込む力」と「稼

ぐ力」をつけ、多様な社会ニー

ズを捉えた成長戦略に基づく

市民が実感できるまちの変化

を創出する。 

こどもの未来とウェルビーイング推進局 教育委員会 

■次世代への投資を意識してすべての子ども

の育ちを後押しし、すべての市民のウェルビ

ーイングを実現する。 

■ＥＳＤ（Education for Sustainable Development）

の観点に立った学校教育を進め、子どもの主体性と

探求能力、当事者意識を育み、自己肯定感が高まる

学びの環境整備と、すべての市民が社会教育を受け

る機会を提供する。 

  

Vision 

組織として将来のあるべき姿 

Value 

具体的な行動指針 

～２５年先を見据えた新たな一歩～ 

消滅可能性自治体からの脱却 

Mission 
組織としての 

 
新たな使命 
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総務経営局 
市民に寄り添いながら、「ヒト」「モノ」「カネ」「データ」を資源とし、 

そのポテンシャルを高め、適正で安定した持続可能な行政経営の土台を構築する。 

 
「みんながハッピーになる」全体最適化システム、 

国のお墨付きクラウドサービス    ３４１，６０８千円              

（令和６年度担当課 総務課 ： 内線４６４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  的確な電話対応で顧客満足度を向上 
～通話録音で、カスハラから職員を守る～ １，９６３千円              

（令和６年度担当課 資産活用課 ： 内線４５６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業概要】 

令和３年９月１日に「地方公共団体情報システムの標準化に関する法律」が施行

され、令和４年１０月７日に標準化基本方針が閣議決定されたことで、令和７年度

末までに標準化対象業務（２０業務）を国の定める仕様に準拠したシステムへと移

行することが義務付けられた。住民情報システムは２０業務に該当するため、ガバ

メントクラウド上に構築された国の定める標準仕様に準拠したシステムへ移行す

る。 

【事業費内訳】 

・電算処理業務委託料 ２９１，１２０千円   

・役務費        ５０，４８８千円  合計 ３４１，６０８千円 

                                           

【事業概要】 

全体の奉仕者として公共の利益のために行政サービスを提供していく自治体にお

いては、窓口だけでなく電話でも的確に内容を伝え、顧客満足度を向上していく必

要がある。一方で、顧客である立場を利用して組織や職員に不当で理不尽な要求を

するカスタマーハラスメント行為が問題となっていることから、不測の事態に備え

るとともに、職員を守るための対策として、常時庁内の通話を録音する機能を追加

する。 

【事業費内訳】  

・役務費        １，９６３千円                                            

新規 

新規 
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   オールドニュータウンからデジタル先進都市へ 
～自治体フロントヤード改革モデルプロジェクト 

(大阪府内初)～           １１９，８３０千円 

（令和６年度担当課 市民窓口課 ： 内線１１４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】令和６年度補正予算（令和７年度実施予定） 

【事業概要】 

国の補正予算による自治体フロントヤード改革モデルプロジェクトに採択された

ことから、全国のオールドニュータウンにおける高齢者のデジタルデバイド解消モ

デルとして、コンビニ交付の促進に向けて庁舎内等へのコンビニ端末設置やＡＩの

サポートによる申請書記入と庁舎案内、窓口予約システムの導入など住民との接点

となる窓口業務の改革に取り組む。 

【事業費内訳】 

・自治体フロントヤード改革モデルプロジェクト業務委託料 ８５，３６８千円   

・使用料及び賃借料 ２７，３００千円 

・需用費 他      ７，１６２千円          合計 １１９，８３０千円 

                                               

導入後のイメージ 

新規 
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都市環境安全局 
25年後も持続可能な災害に強い安心安全で美しく、資源となる 

「ヒト」「モノ」「カネ」「データ」を生かした魅力ある都市を形成する。 

 

 

でんきをお得に「つくる・ためる・つかう」を応援する 
補助制度（南河内初）           ５４，６００千円 

 

（令和６年度担当課 環境政策課 ： 内線４５０） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「じこヘルさぽーと」～自転車ヘルメット購入費用補助～ 
                       １，９３６千円  
 

（令和６年度担当課 都市計画課 ： 内線５４０） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業費内訳】 

・再生可能エネルギー導入促進補助金  ５４，６００千円   

【事業概要】 

令和５年度より脱炭素社会に向けたまちづくりの足掛かりとするため、個人及び

民間事業者向けに再エネ・省エネ設備導入に対する補助制度を実施。令和７年度は

従前の補助メニューのうち、個人向け太陽光発電設備と蓄電池の補助上限金額を大

幅にアップさせ（太陽光発電設備：３５万円→５５万円、蓄電池：２５万円→７５

万円）、でんきの「つくる・ためる・つかう」にかかる経済的負担の軽減を図る。 

【事業費内訳】 

・自転車ヘルメット購入補助金  １，９３６千円   

【事業概要】 

自転車用ヘルメットの着用を促進することで、自転車乗車中の事故を減らし、事

故被害を軽減させるとともに、市民の交通安全意識を高めることを目的として、自

転車ヘルメットを購入した０歳から１８歳までの児童・生徒等と６５歳以上の高齢

者について、ヘルメット料金の半額（上限２，０００円）補助を実施する。 

充実 

新規 
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サクラなどを枯らす「クビアカツヤカミキリ」対策 
                           １６，５００千円  

 

（令和６年度担当課 公園河川課 ： 内線５５４、道路課 ： 内線５０６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

衛星で通信を確保！ 
～災害時にもつながる通信体制の構築～ ３９，７５１千円 

（令和６年度担当課 危機管理課 ： 内線７７９） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業費内訳】 

・危険木伐採業務委託料  １６，５００千円   

【事業概要】 

本市で管理する公園緑地・街路樹において、クビアカツヤカミキリなどの病害虫

により枯れてしまう木も多く、市民の安心安全を確保するため、倒木の可能性のあ

る危険木について伐採を実施する。 

【参考】令和６年度補正予算（令和７年度実施予定） 

【事業概要】 

災害発生時の通信の確保や避難所の生活環境改善のため、衛星通信 Wi-Fi 環境や

簡易ベッド、テント式パーテーションなどの整備を行う。 

【事業費内訳】 

・備品購入費  ３９，７５１千円   

新規 

継続 
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成長戦略局 
「価値を売り込む力」と「稼ぐ力」をつけ、多様な社会ニーズを捉えた成長戦略 

に基づく市民が実感できるまちの変化を創出する。 

 

 

つながる河内長野ＥＸＰＯ２０２５   ６９，３９３千円  

（令和６年度担当課 政策企画課 ： 内線３４３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

【事業概要】 

2025大阪・関西万博において、令和６年度より取り組んできた産官学民連携の「つ

ながる河内長野」をもとに、河内長野がひとつになって、万博に出展する作品をつ

くり、一緒に万博へ参加することで、本市の魅力を世界へ向けて発信する。 

つながる河内長野EXPO2025
河内長野でヒト・モノ・コトがつながり

地域の魅力をオール河内長野で発信

「企業活動」

「健康」

「森林」「歴史・文化」

「食」

「地域活動」

継続 

【事業費内訳】 

・つながる河内長野（河内長野市内にて） ２９，９９４千円 

・奥河内音絵巻２０２５（万博会場にて） ２９，６００千円 

・地域の魅力発信（万博会場にて）     ９，７９９千円  

                 合計 ６９，３９３千円  
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(仮称)南花台中央公園ただいま整備中！ ６３３，６００千円 

 
（令和６年度担当課 政策企画課 ： 内線３２７） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

              

           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業費内訳】 

・（仮称）南花台中央公園整備工事 ６１１，０００千円  

・測量設計等委託料 ２２，６００千円              合計 ６３３，６００千円  

【事業概要】 

ＵＲ南花台団地集約跡地を活用し、まちの魅力向上を目指したサッカースタジア

ムを含む都市公園である（仮称）南花台中央公園（令和８年１１月オープン（予定））

の整備を進める。 

市民参加型で公園の使い方を考え、公園づくりを通じた多様な活動により地域の

魅力を高める取り組みをさらに進める。 

【参考】全体事業費（見込み）令和５年度～令和８年度 

３，７１９，７５９千円（用地購入費、設計費、工事費、工事監理費） 

 

 

イメージパース 

 

継続 
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みんなで考える「寺ケ池公園」アップデート 
６２，０００千円  

（令和６年度担当課 公園河川課 ： 内線５５４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業費内訳】 

・測量設計等委託料      ５６，０００千円  

・寺ケ池公園境界確定業務委託料 ６，０００千円  合計 ６２，０００千円  

【事業概要】 

寺ケ池公園は、寺ケ池を中心とした自然豊かな環境を有した本市唯一の総合公園

であり、市内外からの来園者も多い公園であるが、公園開設から６０年が経ってお

り、リニューアルが必要な状況となっている。令和７年度はリニューアルに向け、

「四季の広場周辺」及び「子ども園前広場」についてワークショップを活用しなが

ら、施設配置等の検討を行う。また樹木について、樹種や配置を調査し、より魅力

的な樹木景観を形成するための検討を行う。 

新案内所のイメージ 

継続 

ゾーニング計画（案） 
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    旅の始まりはいつもここから 
～観光案内所がパワーアップ！～       ３０，０９１千円 

 

（令和６年度担当課 産業観光課 ： 内線４７１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

【事業費内訳】 

・観光案内所内装整備業務委託料  ８，０００千円  

・観光案内所業務委託料         １２，７８８千円 

・使用料及び賃借料 他            ９，３０３千円  合計 ３０，０９１千円 

                                               

【事業概要】 

現案内所の賃貸借期間が今年度末で満了することを契機に、観光客の「利便性」

「誘客効果」「情報発信力」がより高い場所へ移転し、シティプロモーションの充

実など、観光案内所の機能強化を図る。併せて、新案内所の内装等に地元ブランド

材「おおさか河内材」を使用し、観光客が本市の魅力を感じることができる空間整

備を行う。 

新案内所のイメージ 

充実 

- 10 -



 

 
駅前優良物件あります！ 

～旧保健センター等用地の活用～     ５，６１６千円               
 

（令和６年度担当課 都市整備課 ： 内線５１２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

熱中症対策や災害時に備えて市民総合体育館に 

空調の風を！                         ２８，４７６千円 
 

（令和６年度担当課 市民スポーツ課 ： 内線７３４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業概要】 

河内長野駅周辺地区の活性化に向け、旧保健センター及び休日急病診療所用地を

活用する民間事業者の募集及び選定を行う。 

【事業費内訳】 

・土壌汚染調査業務委託料  ４，４９５千円  

・役務費 他        １，１２１千円  合計 ５，６１６千円 

                                               

【事業概要】 

避難者及び利用者の熱中症対策として市民総合体育館に空調を整備する。 

【事業費内訳】 

・備品購入費  ２８，４７６千円 

新規 

新規 

市民総合体育館 
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こどもの未来とウェルビーイング推進局 
次世代への投資を意識してすべての子どもの育ちを後押しし、すべての市民の 

ウェルビーイングを実現する。 

 

 

スマイル手つなぎ登園開始！(南河内初)  ３０，４８８千円 

（令和６年度担当課 こども子育て課 ： 内線３６８） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

養育費の保証制度を支援（南河内初）   ２，０３７千円 
 

（令和６年度担当課 こども子育て課 ： 内線３６８） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業費内訳】 

・認定こども園保育・教育促進事業費補助金  ２８，８００千円  

・需用費  １，６８８千円              

 合計 ３０，４８８千円 

                                              

【事業概要】 

市内保育所・認定こども園が実施する紙おむつ等消耗品についてのサブスクリプ

ションサービス導入などに対して補助を行う。 

これにより、現在、保育所・認定こども園等に登園する際、保護者が自宅から持

参している紙おむつや昼寝用布団などの荷物を減らし、こどもと保護者が手をつな

いで登園できる環境を構築するとともに、保護者負担の軽減を図る。 

【事業費内訳】 

・扶助費 ２，０３７千円   

【事業概要】 

ひとり親家庭の方が養育費を確実に受け取ることができるよう支援するため、養

育費の未払いが発生した場合に立替・督促をする保証会社と養育費保証契約を締結

する際の費用（保証料）を市が負担する。また、ひとり親家庭の母または父（現に

こどもを扶養している方）の養育費の取り決め内容の債務名義化を促進し、継続し

た履行確保を図ることを目的に、公正証書等作成にかかる本人負担費用等の一部補

助を行う。 

（※債務名義とは、裁判所を通して強制執行（財産の差し押さえ）を行うために

必要な文書のこと。） 

新規 

充実 
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第２子以降の保育料無償化の準備を開始 １０，０００千円  
（令和６年度担当課 こども子育て課 ： 内線３６８） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

ＨＰＶワクチン男性接種費用助成（大阪府内初） 

１，２８４千円  
（令和６年度担当課 健康推進課 ： 内線１４６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業費内訳】 

・電算処理業務委託料 １０，０００千円   

【事業概要】 

全世帯について、上のきょうだいの年齢や世帯の所得に制限を設けず、各家庭に

おける第２子以降のこどもの保育料を無償とすることで、多子世帯の負担軽減を図

り、こどもを生み育てやすい環境をめざす。 

そこで、事業実施に向け、システム改修を行うとともにスキームの検討を行う。 

【事業費内訳】 

・需用費 他 １，２８４千円   

【事業概要】 

男性の咽頭がんや肛門がん等を予防するとともに、性交渉による女性への HPV 感

染を防ぐために、男性の HPV ワクチン接種を促進する。HPV ワクチンを接種する小

学校６年生～高校１年生相当の男子について、接種費用を全額助成する。 

新規 

新規 
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就学まで切れ目のない健康支援のために～５歳児健康診査～ 
                                ２，５５２千円 

 
（令和６年度担当課 健康推進課 ： 内線１４６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

胃内視鏡検査（胃がん検診）の導入   １４，７３１千円  
（令和６年度担当課 健康推進課 ： 内線１４６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業費内訳】 

・報酬 他 ２，５５２千円   

【事業概要】 

発達障がい等に対する適切な支援の有無が、その後の成長・発達に影響を及ぼす

時期である５歳児に対して健康診査を行い、こどもの特性を早期に発見し、特性に

合わせた適切な支援を行うとともに、生活習慣、その他育児に関する指導を行う。 

 

対象：実施月に５歳の誕生日を迎える児 

内容：保健センターでの集団健康診査を実施（月 1回 年間 12回） 

   問診・行動観察・身体計測・内科診察・保健指導・発達相談等 

【事業費内訳】 

・胃がん検診委託料 １４，４３１千円   

・需用費          ３００千円   合計 １４，７３１千円 

【事業概要】 

胃がん検診について、従来から実施している胃部エックス線検査に加え、新たに

胃内視鏡検査を導入し、検査体制を充実することで、受診率の向上を図る。 

新規 

充実 
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教育委員会 
ＥＳＤ（Education for Sustainable Development）の観点に立った学校教育を 

進め、子どもの主体性と探求能力、当事者意識を育み、自己肯定感が高まる学びの 

環境整備と、すべての市民が社会教育を受ける機会を提供する。 

 

中学校全員給食に向けた新学校給食センター整備 
                                 １，７７４，２５０千円 
 

（令和６年度担当課 学校教育課 ： 内線７５３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業費内訳】 

・新学校給食センター建設工事 １，４９２，２００千円 

・中学校配膳室整備工事      １４８，５００千円 

・測量設計委託料等        １３３，５５０千円  

合計 １，７７４，２５０千円 

【事業概要】 

令和５年６月に策定した学校給食(施設整備)基本計画に基づき、小学校に加えて、

令和９年１月からの中学校における全員給食の実施に向け、新たな学校給食センタ

ーの整備を行う。 

 

位置図 建設イメージ図 

継続 

【参考】新学校給食センター整備に係る全体事業費（見込み） 

令和５年度～令和８年度 ４，６０１，８８０千円 

（設計費、工事費、工事監理費、その他業務委託料） 
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小学生と中学生が一つの校舎でともに学ぶ環境を整備 

～美加の台地区施設一体型小中一貫教育推進校～ 

                                    １３，６００千円  
（令和６年度担当課 教育総務課 ： 内線７２０） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
中学校におけるオンライン学習サービス『スタディサプリ』 

導入（南河内初）              ６，６９９千円 

（令和６年度担当課 学校教育課：内線７５３、教育総務課 ： 内線７２０） 

 

 

 

 

 

 

 
 

【事業費内訳】 

・美加の台地区施設一体型小中一貫教育推進校基本計画策定業務委託料など  

       １３，６００千円  

  

 

 

【事業概要】 

河内長野市学校のあり方の方針に基づき、美加の台地区において、小規模化する

学校の強みを最大限に生かして、子どもたち一人ひとりの社会性や自己肯定感、コ

ミュニケーション能力等の育成をめざし、令和９年４月の開校を目途に施設一体型

小中一貫教育推進校の整備を進める。 

【事業費内訳】 

・使用料及び賃借料 ６，６９９千円 

【事業概要】 

中学校に AIソフトを導入（学習動画サービス『スタディサプリ』）して、生徒一

人ひとりの学習の理解度や進度に応じた学習内容を提供するアダプティブラーニン

グにより、個々の学習内容の定着、学び直し、発展的な学習への対応を行う。 

【債務負担行為設定】 

・美加の台地区施設一体型小中一貫教育推進校整備工事設計業務委託料 

５９，０００千円（期間：令和７年度～令和８年度） 

 

 

新規 

整備イメージ 

継続 
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子どもたちが主体性を発揮し、探求能力を高める学びの研究 

                                    １，０００千円 

（令和６年度担当課 学校教育課 ： 内線７５３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育・医療・福祉の連携を具現化、 
小学校のハビリテーションルームモデル設置に向けて 

（大阪府内初）               ３００千円 

（令和６年度担当課 学校教育課 ： 内線７５３） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業費内訳】 

・報償費 ９００千円 

・旅費  １００千円     合計 １，０００千円 

【事業概要】 

未来を切り拓く力を育み、学習指導要領の理念である「主体的で対話的で深い学

び」の実現を推進するため、子どもたちが自ら課題をみつけ、自ら学び、主体的に

判断し、よりよく問題を解決する資質・能力を育成する、主体的な学びを促す教育

方法の研究を行う。 

【事業費内訳】 

・報償費 ３００千円 

【事業概要】 

学校のニーズに合わせて、医療・福祉・心理等の専門性を活かした支援を提供す

ることにより、学校が子どもたちの発達や特性等に応じた適切な教育を実施するこ

とのできる、教育・医療・福祉等が連携した支援体制の構築の検討を進める。 

新規 

新規 
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令和７年度当初予算の概要 

（河内長野市） 

別冊 一般会計の概要 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 



 

 

 

 

一般会計の概要  

一般会計 歳入予算 ・・・・１ 
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自主財源

依存財源 （単位：千円、％）

構成比 構成比

1 市税 11,867,550 26.7 11,302,577 27.1 564,973 5.0

個人市民税 5,252,893 11.8 4,754,509 11.4 498,384 10.5

法人市民税 518,938 1.2 514,706 1.2 4,232 0.8

固定資産税 4,453,782 10.0 4,406,759 10.6 47,023 1.1

軽自動車税 247,051 0.6 241,793 0.6 5,258 2.2

たばこ税 494,879 1.1 495,827 1.2 ▲ 948 ▲ 0.2

入湯税 1,772 0.0 1,994 0.0 ▲ 222 ▲ 11.1

都市計画税 898,235 2.0 886,989 2.1 11,246 1.3

2 地方譲与税 267,500 0.6 261,300 0.6 6,200 2.4

3 利子割交付金 65,000 0.2 12,700 0.0 52,300 411.8

4 配当割交付金 153,600 0.3 105,100 0.3 48,500 46.1

5 株式等譲渡所得割交付金 181,000 0.4 97,900 0.2 83,100 84.9

6 法人事業税交付金 217,900 0.5 181,700 0.4 36,200 19.9

7 地方消費税交付金 2,422,500 5.5 2,221,700 5.3 200,800 9.0

8 ゴルフ場利用税交付金 21,300 0.1 18,900 0.1 2,400 12.7

9 環境性能割交付金 71,100 0.2 64,400 0.2 6,700 10.4

10 地方特例交付金 75,301 0.2 484,023 1.2 ▲ 408,722 ▲ 84.4

11 地方交付税 8,590,000 19.3 8,498,000 20.4 92,000 1.1

12 交通安全対策特別交付金 12,700 0.0 13,600 0.0 ▲ 900 ▲ 6.6

13 分担金及び負担金 228,285 0.5 265,643 0.6 ▲ 37,358 ▲ 14.1

14 使用料及び手数料 677,765 1.5 667,133 1.6 10,632 1.6

15 国庫支出金 9,453,079 21.3 8,905,952 21.3 547,127 6.1

16 府支出金 3,731,741 8.4 3,481,627 8.4 250,114 7.2

17 財産収入 285,864 0.6 277,020 0.7 8,844 3.2

18 寄附金 1,010,000 2.3 807,320 1.9 202,680 25.1

19 繰入金 1,840,414 4.1 1,675,857 4.0 164,557 9.8

うち財政調整基金繰入金 232,506 0.5 237,285 0.6 ▲ 4,779 ▲ 2.0

20 繰越金 1,000 0.0 1,000 0.0 0 0.0

21 諸収入 491,801 1.1 492,348 1.2 ▲ 547 ▲ 0.1

22 市債 2,759,600 6.2 1,892,200 4.5 867,400 45.8

うち臨時財政対策債 0 0.0 93,500 0.2 ▲ 93,500 ▲ 100.0

44,425,000 100.0 41,728,000 100.0 2,697,000 6.5

令和６年度
当初予算額

（b）

増減
(a-b)

増減率
（a-ｂ）/ｂ

合　　計

区　　分
令和７年度
当初予算額

（a）
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（性質別）

（単位：千円、％）

構成比 構成比

義務的経費 21,813,323 49.1 20,970,015 50.3 843,308 4.0

1 人件費 6,160,154 13.9 5,673,813 13.6 486,341 8.6

2 扶助費 12,879,910 29.0 12,503,194 30.0 376,716 3.0

3 公債費 2,773,259 6.2 2,793,008 6.7 ▲ 19,749 ▲ 0.7

投資的経費　※ 4,402,618 9.9 3,429,940 8.2 972,678 28.4

4 普通建設事業費 4,299,618 9.7 3,309,257 7.9 990,361 29.9

5 災害復旧事業費 103,000 0.2 120,683 0.3 ▲ 17,683 ▲ 14.7

その他経費 18,159,059 40.9 17,278,045 41.4 881,014 5.1

6 物件費 6,717,442 15.1 5,766,140 13.8 951,302 16.5

7 維持補修費 154,437 0.4 196,962 0.5 ▲ 42,525 ▲ 21.6

8 補助費等 4,761,217 10.7 4,980,818 11.9 ▲ 219,601 ▲ 4.4

9 繰出金 5,326,089 12.0 5,300,876 12.7 25,213 0.5

10 貸付金 106,707 0.2 51,467 0.1 55,240 107.3

11 積立金 1,093,167 2.5 981,782 2.4 111,385 11.3

予備費 50,000 0.1 50,000 0.1 0 0.0

44,425,000 100.0 41,728,000 100.0 2,697,000 6.5

増減率
（a-ｂ）/ｂ

令和６年度
当初予算額

（ｂ）

合計

区　　分
令和７年度
当初予算額

（a）

増減
(a-b)
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（目的別）

（単位：千円、％）

構成比 構成比

1 議会費 296,051 0.7 292,986 0.7 3,065 1.0

2 総務費 5,857,406 13.2 5,440,273 13.1 417,133 7.7

3 民生費 21,314,978 48.0 20,724,987 49.7 589,991 2.8

4 衛生費 3,353,588 7.6 3,326,791 8.0 26,797 0.8

5 労働費 20,148 0.0 18,179 0.0 1,969 10.8

6 農林業費 557,964 1.3 445,439 1.1 112,525 25.3

7 商工費 381,729 0.9 306,820 0.7 74,909 24.4

8 土木費 3,192,949 7.2 2,974,943 7.1 218,006 7.3

9 消防費 1,528,227 3.4 1,473,600 3.5 54,627 3.7

10 教育費 4,995,691 11.2 3,760,281 9.0 1,235,410 32.9

11 災害復旧費 103,000 0.2 120,683 0.3 ▲ 17,683 ▲ 14.7

12 公債費 2,773,269 6.2 2,793,018 6.7 ▲ 19,749 ▲ 0.7

13 予備費 50,000 0.1 50,000 0.1 0 0.0

44,425,000 100.0 41,728,000 100.0 2,697,000 6.5

令和６年度
当初予算額

（b）

増減率
（a-ｂ）/ｂ

合計

令和７年度
当初予算額

（a）

増減
(a-b)

区分
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Ⅰ 市税収入の状況 

（単位：百万円） 

6,394

4,432

1,560

12,386

6,174

4,431

1,577

12,182

6,139

4,459

1,558

12,156

6,123

4,451

1,542

12,116

6,069

4,474

1,557

12,100
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市民税 固定資産税 その他

 

Ⅱ 市税・交付税・臨時財政対策債の推移 

（単位：百万円） 

12,386

6,220

1,260
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12,182
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1,331

19,420
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6,230
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３月補正後 

予算額 
当初予算額 ※平成 27年度から令和 5年度は決算額 

 

３月補正後 

予算額 
当初予算額 

0 
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※平成 27年度から令和 5年度は決算額 
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Ⅲ 市債発行額の推移（普通会計） 

（単位：億円） 

10.3

1.5

12.6

24.4

12.9

1.9
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28.1
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0.8
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通常債 財源対策債等 臨時財政対策債

 

Ⅳ 市債残高の推移（普通会計） 

 

（単位：億円） 

133.7
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327.3
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11.5
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275.0
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３月補正後 

予算額 
当初予算額 

３月補正後 

予算額 
当初予算額 

※平成 27年度から令和５年度は決算額 

※平成 27年度から令和５年度は決算額 
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Ⅴ 人口１人当たりの市債現在高の推移（普通会計） 

（単位：万円） 
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（注）人口は、各年度末（平成２８年度以降は１２月末の人口、令和７年度は令和６年１２月末）の

住民基本台帳によるものです。 

 

Ⅵ 基金残高の推移 

（単位：億円） 
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4.1

12.8

52.0

23.4

12.0
4.0

15.9

55.3

24.0

12.2
4.1

17.4

57.7

24.5

12.1

4.9

18.7

60.2

24.7

12.3

5.2

21.7

63.9

25.0

12.4

21.5

24.7

83.6

25.2

12.6

32.9

27.1

97.8

26.8

12.7

34.6

30.2

104.3

18.8

11.1

35.3

32.2

97.4

16.6

7.2

33.0

34.5

91.3

0

20

40

60

80

100

120

27 28 29 30 1 2 3 4 5 6 7

財政調整基金 普通建設事業基金 減債基金 公共施設維持改修基金

 

 

３月補正後 

予算額 
当初予算額 ※平成 27年度から令和５年度は決算額 

３月補正後 

予算額 
当初予算額 

※平成 27年度から令和５年度は決算額 
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Ⅶ 経常収支比率の推移（普通会計） 

（単位：％） 
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